
 

2024 年 9 月 19 日 

各 位 

 会社名 株式会社ストライク 

代表者名 代表取締役社長 荒井 邦彦 

(証券コード：6196 東証プライム) 

広報部：03-6865-9009 

M&A 仲介業自主規制団体である一般社団法人 M&A 仲介協会（以下、当協会 / 所在地：東京都千代

田区 / 代表理事 荒井 邦彦 / URL：https://www.ma-chukai.or.jp/ ）は、2025 年 1 月 1 日より、 

「一般社団法人 M&A 支援機関協会」に団体名を変更します。あわせて体制を変更し、悪質な譲受け

事業者撲滅への取り組みをはじめ、業界健全化に向けた動きを加速させます。  

 

団体名・体制変更の概要 

新団体名：一般社団法人M&A支援機関協会 

変更日：2025 年 1 月 1 日 

 

※1 「M&A 仲介事業者」 譲渡側・譲受け側の双方の立場を取り持ち、相手方の選定や交渉、財務面の助言などを行います。 

※2 「FA」（フィナンシャル・アドバイザー） M&A において、譲渡側・譲受け側いずれか片方の立場に立ち、相手方の選定や交渉、財

務面の助言などを行います。 

※3 「M&A プラットフォーマー」オンライン上で譲渡側・譲受け側をマッチングし、M&A を進めるサービスを指します。 

M&A仲介協会「M&A支援機関協会」に名称変更  

～体制を強化し、実効性ある自主規制団体へ～  



団体名・体制変更の背景と今後の活動方針 

当協会は、中小企業庁が中堅・中小企業の M&A を推進するために取りまとめた「中小 M&A 推進計

画」に基づき、公正で円滑な M&A 取引を推進し、M&A 仲介業界の健全な発展に取り組むことを目的に

2021 年 10 月に設立されました。 

2024 年 1 月、M&A 仲介業界のあるべき姿を倫理規程として定め、広告・営業、コンプライアンス、契

約重要事項説明という M&A 支援における重要な 3 つの領域における自主規制ルールを策定・施行。さら

に 2024 年 10 月より、悪質な譲受け事業者の情報を業界内で共有する「特定事業者リスト」の運用を開

始する予定です。 

昨今、中小 M&A の認知および成約数の拡大、それを支援する事業者の増加に伴い、虚偽の勧誘や強引

な営業手法、業務品質に対する苦情、悪質な譲受け事業者※4 による譲渡側経営者の被害事案発生などが

確認されています。 

当協会では、これら不適切な営業手法の根絶や業務品質の底上げを図るとともに、悪質な譲受け事業者

を中小 M&A 業界から排除し、より開かれた実効性のある自主規制団体となるべく、体制を強化すること

を決定しました。「一般社団法人 M&A 支援機関協会」へと名称を変更し、会員を FA（フィナンシャル・

アドバイザー）や M&A プラットフォーマーにも拡大することで、M&A 仲介会社だけでなく M&A 支援

機関全体で連携し、日本の中小企業の発展に寄与することを目指します。また、広く地域金融機関・FA・

士業等専門家の方々に理事に就任いただくほか、協会内に自主規制ルール検討委員会などの委員会・分科

会を設け実務面を強化し、有識者・中小企業団体の方々等に各委員に就任いただくことでガバナンス強化

を図ります。 

 

※4 譲渡側経営者の経営者保証の解除を行わずに経営権を取得し、その後、対象会社の現金などの資産を抜き取り、そのまま放置したり

失踪したりする譲受け事業者など。 

 

主な施策 

■M&A支援機関のサービスレベル向上のための資格制度 

-自主規制ルールの実効性を高め、M&A仲介会社の業務品質を向上- 

M&A 支援機関のサービスレベル向上のため、2025 年 1 月に資格制度検討委員会を設置し、当協会独

自の M&A アドバイザーの資格制度の創設を進めます。本資格制度により、M&A アドバイザーの財務や

法務・税務面での業務品質、モラル向上や、自主規制ルールの実効性・エンフォースメントを高めること、

利益相反を防ぎ、顧客本位のサービスを実現する高い職業意識を養うことを目的としています。 

 

■自主規制ルール「契約重要事項説明規程」の改正（2024 年 9月 1日施行） 

-利益相反防止、手数料基準の双方開示- 

M&A 仲介事業者に、譲渡側・譲受け側双方から受け取る手数料を説明することや、契約後に手数料

を増額する場合、相手方当事者に説明のうえ書面で確認することなどを義務付けています。譲受け企業

の仲介手数料を増額することで、本来譲渡企業が受け取るべき譲渡額が減少するなどの利益相反行為を

防ぐことを目的としています。 

 

 



■自主規制ルール「広告･営業規程」の改正（2025年 1月 1日施行） 

-悪質な譲受け事業者による被害の防止- 

自主規制ルール「広告・営業規程」を改正し、M&A 成立後のリスク事項に対しての説明義務を追加し、

最終契約書の草案作成時、経営者保証の解除を譲受け事業者に義務付ける条文案を盛り込むことや、譲受

け事業者の資力についての調査義務を定めています。 

■「特定事業者リスト」の運用を開始（2024年 10 月 1日運用開始） 

-悪質な譲受け事業者の撲滅- 

悪質な譲受け事業者を登録して業界内で共有する「特定事業者リスト」の運用を 2024 年 10 月 1 日に

開始いたします。 

・「特定事業者リスト共有会員」 

当協会の会員のうち、リストの共有に同意し、契約上※5 の準備ができた会員によって運用されます。 
 
※5 M&A に関する契約は守秘義務を伴うため、会員が報告事由を当協会に報告するためには、各社の NDA（秘密保持契約）等の改定が

不可欠となります。 

・協会への報告事由（共有会員に報告の義務があるケース） 

①保証解除を 6 カ月以上遅滞 

②不正競争防止法・守秘義務に違反する事由が 4 カ月未解決の場合 

共有会員は上記の事由を認識した場合に、当協会へ報告します。 

当協会は、報告事由について共有会員からの報告、または報道があった場合、調査を実施の上、リスト

登録の要否を検討・決定します。また共有会員は今後、譲受け事業者との契約を結ぶ際に、特定事業者リ

ストへの登録の有無を確認できます。事実上、悪質な譲受け事業者が M&A 市場から締め出されることと

なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご参考：2024 年 8 月 26 日公表 M&A 仲介協会、不当な M＆A 取引防止に関する取り組みを強化-悪質な譲受け事業者の情報共有を目的

に「特定事業者リスト」の運用開始-https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000008.000134348.html 

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000008.000134348.html


【M&A仲介協会概要】 

名称：一般社団法人 M&A 仲介協会 

英文名称：M&A Intermediaries Association（MAIA） 

設立日：2021 年 10 月 1 日 

役員： 

＜代表理事＞ 

荒井 邦彦（株式会社ストライク） 

＜理事＞ 

久保 良介（株式会社オンデック） 

佐上 峻作（株式会社 M&A 総合研究所） 

篠田 康人（名南 M&A 株式会社） 

中村 悟（M&A キャピタルパートナーズ株式会社） 

三宅 卓（株式会社日本 M&A センター） 

＜監事＞ 

弁護士 菊地 裕太郎（菊地綜合法律事務所） 

所在地：東京都千代田区丸の内 1-8-3 丸の内トラストタワー本館 20 階 

URL：https://www.ma-chukai.or.jp/ 

問合せ：info@ma-chukai.or.jp 

 

【株式会社ストライク概要】 

名 称：株式会社ストライク(証券コード：6196 東証プライム) 

本 社：東京都千代田区大手町 1-2-1 三井物産ビル 15 階 

代表者：代表取締役社長 荒井 邦彦 

設 立：1997 年 7 月 

事業内容：M&A 仲介業 

電話番号：03-6848-0101 

U R L：https://www.strike.co.jp/ 

 

 

https://www.ma-chukai.or.jp/
https://www.strike.co.jp/

